
 

 

 
平成２５年５月２１日 

各      位 

会 社 名  株式会社アイレックス 

代表者名  代表取締役 西﨑 義彦 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６９４４） 

問合せ先  

役職・氏名 経理部長 石井 一夫  

電話０３－３２４５－２０１１ 

定款の（一部）変更に関するお知らせ 

当社は、平成２５年５月２１日開催の取締役会において、「定款の（一部）変更の件」を平成２５年６月２７

日開催予定の第７１回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．定款変更の目的 

  平成２５年７月１６日付で予定されている株式会社大阪証券取引所が株式会社東京証券取引所と現物市場

を統合することにより変更するものであります。 

 

 

 

２．日程 

取 締 役 会 決 議 平成２５年５月２１日 

株 主 総 会 開 催 日 平成２５年６月２７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

m-miyata
新規スタンプ

m-miyata
新規スタンプ



 

 

 

３．定款変更の内容 

  変更の内容は、次の通りであります。 

 
（下線は変更箇所を示します） 

現 行 定 款 変  更  案 

（発行するＡ種優先株式の内容） 
第８条          （条文省略） 

（１）・（２）    （条文省略） 
（３）①～③    （条文省略） 
 ④取得価額の修正 

取得価額は、平成 24 年３月１日 
以降、毎年３月１日（以下、それ 
ぞれ「取得価額修正日」という） 
に、各取得価額修正日に先立つ 
45 取引日目に始まる 30 取引日の 
株式会社大阪証券取引所における 
当社の普通株式の普通取引の毎日 
の終値（気配表示を含む。）の平 
均値（終値のない日数を除く。） 
に修正される（修正後取得価額は 
円位未満小数点第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。 
なお、上記の時価算定期間の初日 
から取得価額修正日の前日までの 
日に、下記⑤で定める取得価額の 
調整事由が生じた場合には、当該 
平均値は、下記⑤に準じて取締役 
会が適当と判断する値に調整され 
る。）ただし、上記の計算の結果、 
修正後取得価額が当初取得価額の 
50％（以下「下限取得価額」とい 
う。 
ただし、下限取得価額は、下記⑤ 
により取得価額が調整された場合 
は調整後取得価額を調整前取得価 
額で除した比率（以下「調整比率」

という。）に応じて調整される。下 
限取得価額は、円位未満小数第２ 
位まで算出し、その小数第２位を 
四捨五入する。）を下回る場合には 
下限取得価額をもって、また修正 
後取得価額が当初取得価額の 150 
％（以下「上限取得価額」という。

 
 
 

（発行するＡ種優先株式の内容） 
第８条          （現行通り） 

（１）・（２）    （現行通り） 
（３）①～③    （現行通り） 
  ④取得価額の修正 

取得価額は、平成 24 年３月１日 
以降、毎年３月１日（以下、それ 
ぞれ「取得価額修正日」という） 
に、各取得価額修正日に先立つ 
45 取引日目に始まる 30 取引日の 
株式会社東京証券取引所における 
当社の普通株式の普通取引の毎日 
の終値（気配表示を含む。）の平 
均値（終値のない日数を除く。） 
に修正される（修正後取得価額は 
円位未満小数点第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。 
なお、上記の時価算定期間の初日 
から取得価額修正日の前日までの 
日に、下記⑤で定める取得価額の 
調整事由が生じた場合には、当該 
平均値は、下記⑤に準じて取締役 
会が適当と判断する値に調整さ 
れる。）ただし、上記の計算の結 
果、修正後取得価額が当初取得価 
額の 50％（以下「下限取得価額」 
という。 
ただし、下限取得価額は、下記⑤ 
により取得価額が調整された場合 
は調整後取得価額を調整前取得価 
額で除した比率（以下「調整比率」

という。）に応じて調整される。下 
限取得価額は、円位未満小数第２ 
位まで算出し、その小数第２位を 
四捨五入する。）を下回る場合には 
下限取得価額をもって、また修正 
後取得価額が当初取得価額の 150 
％（以下「上限取得価額」という。



 

 

現 行 定 款 変  更  案 

ただし、上限取得価額は、下記⑤ 
により取得価額が調整された場合 
は調整比率に応じて調整される。 
上限取得価額は、円位未満小数第 
２位まで算出し、その小数第２位 
を四捨五入する。）を上回る場合に 
は上限取得価額をもって修正後取 
得価額とする。 
 

 ⑤（ⅰ）～（ⅲ）  （条文省略） 
（iv）（ｲ）    （条文省略） 
（ﾛ）取得価額調整式で使用する時 
   価は、調整後の取得価額を適 

用する日（ただし、本号（ⅱ）

（ロ）ただし書きの場合は株 
主割当日）に先立つ 45 取引 
日目に始まる 30 取引日の株 
式会社大阪証券取引所におけ 
る当会社の普通株式の普通取 
引の毎日の終値（気配表示を 
含む。）の平均値（終値のない 
日数は除く。）とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小 
数第２位まで算出し、その小 
数第２位を四捨五入する。 

（ﾊ）       （条文省略） 
（v）       （条文省略） 

⑥～⑧        （条文省略） 
第９条～第 50 条       （条文省略） 
 

（ 新 設 ） 
 

 

ただし、上限取得価額は、下記⑤ 
により取得価額が調整された場合 
は調整比率に応じて調整される。 
上限取得価額は、円位未満小数第 
２位まで算出し、その小数第２位 
を四捨五入する。）を上回る場合に 
は上限取得価額をもって修正後取 
得価額とする。 

 
⑤（ⅰ）～（ⅲ）   （現行通り） 
（iv）（ｲ）     （現行通り） 
（ﾛ）取得価額調整式で使用する時 

価は、調整後の取得価額を適 
用する日（ただし、本号（ⅱ） 
（ロ）ただし書きの場合は株 
主割当日）に先立つ 45 取引日 
目に始まる 30 取引日の株式 
会社東京証券取引所における 
当会社の普通株式の普通取引 
の毎日の終値（気配表示を含 
む。）の平均値（終値のない日 
数は除く。）とする。この場合、 
平均値の計算は、円位未満小 
数第２位まで算出し、その小 
数第２位を四捨五入する。 

（ﾊ）       （現行通り） 
（v）       （現行通り） 

⑥～⑧        （現行通り） 
第９条～第 50 条       （現行通り） 
 
附 則 

第８条の変更は、平成２５年７月 
１６日の株式会社大阪証券取引所 
と株式会社東京証券取引所との現 
物市場の統合日をもって効力を生 
ずるものとする。但し、平成２５ 
年７月１６日に上記統合がなされ 
なかった場合には、現実に統合さ 
れた日をもって効力を生ずるもの 
とする。 
なお本附則は当該変更の効力発生 
日をもってこれを削除する。 
 

 
以  上 

 


